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CCUの技術分類

 CCU技術は、CO2の利⽤形態に応じ、下表のとおり変換利⽤直接利⽤に⼤別される。

利⽤形態 製品 例
1.変換利⽤

燃料

液体燃料①（合成燃料）
液体燃料②（微細藻類バイオ燃料）
液体燃料③（微細藻類以外のバイオ燃料、MTG、エタノールな
ど）
ガス燃料（メタン、プロパン、ジエチルエーテル）

化学品
含酸素化合物（ポリカーボネート、ウレタンなど）
バイオマス由来化学品
汎⽤物質（オレフィン、BTXなど）

鉱物 コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など

その他 ネガティブエミッション（BECCS、ブルーカーボン/マリンバイ
オマス、植物利⽤、⾵化促進など）

2.直接利⽤ ⽯油ガス等⽣産分野 EOR、EGRなど

飲料・⾷品分野 飲料炭酸ガス、ドライアイスの製造

園芸分野 CO2の農業利⽤

出所）経済産業省（2021）「カーボンリサイクル技術ロードマップ」https://www.meti.go.jp/press/2021/07/20210726007/20210726007.html
（2023年6⽉6⽇閲覧）三菱総合研究所「平成３０年度温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度基盤整備事業（排出量算定・報告・公表⽀援等）
委託業務報告書」より三菱総合研究所作成
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CCSの実施形態に関する分類

CCSの実施形態 CO2回収者 想定されるケース
1. CO2回収・輸送・貯留を⾏う主体が

同⼀の場合
原排出者が単独のケース（単⼀型CCS） ⽯油ガス⽣産由来のCO2を回収・輸送・

貯留するCCS事業

2. CO2回収・輸送・貯留を⾏う主体が
異なる場合

原排出者が単独のケース（単⼀型CCS） ⽯炭⽕⼒発電所やセメント⼯場等の排
出施設由来のCO2を回収・輸送・貯留す
るCCS事業

原排出者が複数存在するケース（ハブ
&クラスター型CCS）

複数の個別施設からCO2を回収・輸送し、
同⼀サイトに貯留するCCS事業

 CCSについては、CO2の回収・輸送・貯留に参画する主体についての場合分けが想定
され、下記のような実施形態があり得る。

出所）三菱総合研究所作成
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現⾏のSHK制度におけるCCS及びCCUの扱い

現⾏のSHK制度における炭素回収の扱い
 SHK制度については、算定マニュアルにおいて以下のとおり規定している。すなわち、
⾃らが排出する温室効果ガスを回収するなどして⼤気放出しない場合は、その回収分は
報告すべき排出量にカウントしないとしている。（回収後の取引状況や⽤途を問わな
い。）

したがって、CO2を回収した場合、上記規定に照らして、その回収分は当該CO2の排出
活動を⾏った事業者が報告する排出量にカウントしないこととしている。⼀⽅で、現⾏
のSHK制度は回収されたCO2を貯留・利⽤する際の排出については、算定対象活動と
して列挙されていないものもある。例えば、CO2の貯留の際の漏えいについては算定対
象としていない。他⽅で、回収された温室効果ガスを原料とする場合でも、例えば「ド
ライアイスの使⽤」などは利⽤者に排出量を報告する義務がある。

政省令で定める排出活動により排出される温室効果ガスを回収するなどして⼤気放
出しない場合であって、当該回収量を計測することが可能な場合は、本マニュアル
に記載の算定⽅法及び単位発熱量・排出係数を⽤いて算定した温室効果ガス排出量
から、当該回収量を控除した量を排出量として報告することができます。この場合
も、排出量を報告する際に、回収量を控除した旨を説明することが必要となります。

＜算定マニュアル抜粋＞
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SHK制度におけるCCS・CCUの整理の必要性

 CCS事業に関する法制度整備の検討が進んでおり（CCS⻑期ロードマップ検討会最終
取りまとめ(令和５年３⽉)、環境と調和したCCS事業のあり⽅に関する検討会とりま
とめ（令和４年12⽉））、CCS事業が本格化することを⾒据えた整理が必要。

 CCUについても、現⾏制度のままでは、合成メタン等のカーボンリサイクル製品の利
⽤者が排出計上する必要があるため、カーボンリサイクル製品の活⽤が進まないので
はないか。カーボンリサイクル製品の活⽤を促進するためには、本制度における扱い
を整理する必要がある。

3,000tCO2回収

CCS

CCU(⻑期固定なし)

CCU(⻑期固定)

原排出側

活⽤⽅法 原排出者 利⽤者

CCS 0 ー

CCU（⻑期固定）
例︓コンクリート 0 ー

CCU（⻑期固定なし）
例︓合成燃料、ドライアイス 0 3,000

＜現⾏ルールでの排出カウント⽅法＞

活動量×係数
＝3,000tCO2
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【参考】メタネーション推進官⺠協議会
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 2022年3⽉に「CO₂カウントに関するタスクフォース」で「合成メタン利⽤の燃焼時
のCO₂カウントに関する中間整理」がとりまとめられた。

（略）合成メタンだけでなく合成燃料も含めたカーボンリサイクル燃料の今後の国際的な制度の
整合性まで想定した場合の重要性も考慮すると、合成メタンを含むカーボンリサイクル燃料の利
⽤促進の観点からは、本タスクフォースとしては、案１を基に各種国内制度の検討が進められる
ことが望ましい。その際、原排出者・回収側に⼗分な誘因が働かなければ最適な結果とならない
おそれがあるため、補完的な仕組みの制度設計が重要である。

【参考】メタネーション推進官⺠協議会での議論

（出所）CO₂カウントに関する
タスクフォース「合成メタン利
⽤の燃焼時のCO₂カウントに関
する中間整理」
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今後の検討にあたっての視点

バリューチェーンをめぐるトレーサビリティ、環境価値の移転、輸出
⼊の扱い、国際的な整合性

 e-methane, e-fuel等カーボンリサイクル燃料の製造・利⽤促進

ダブルカウント・カウント漏れの防⽌

CCUとCCSの違いの反映⽅法

SHK制度における既存の取扱い（基礎排出量と調整後排出量、基礎排
出係数と調整後排出係数、クレジット創出事業者の調整後排出量での
オンセット、廃棄物原燃料利⽤の場合の調整後排出量での控除、既存
の算定対象活動（ドライアイス・炭酸ガスの使⽤）等）との整合性


